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情報通信審議会 総会（第３４回）議事録 
 
１ 日時 平成２７年１月２１日(水) １４時００分～１４時４０分 
２ 場所 総務省 第１特別会議室（８階） 
３ 出席者 
（１）委員（敬称略） 

相澤 彰子、相田 仁、青木 玲子、安藤 真、石戸 奈々子、 
泉本 小夜子、井手 秀樹、伊東 晋、井野 勢津子、熊谷 亮丸、 
近藤 則子、三瓶 政一、鈴木 陽一、須藤 修、谷川 史郎、 
知野 恵子、西田 厚聰、根本 香絵、前田 香織、三尾 美枝子、 
水嶋 繁光、山内 弘隆 （以上２２名） 

 
（２）総務省 

桜井 俊（総務審議官）、今林 顯一（官房総括審議官） 

（情報通信国際戦略局） 
鈴木 茂樹（情報通信国際戦略局長） 

（情報流通行政局） 
安藤 友裕（情報流通行政局長）、渡辺 克也（官房審議官）、 
池永 敏康（官房審議官） 

  （総合通信基盤局） 
吉良 裕臣（総合通信基盤局長）、吉田 眞人（事業政策課長）、 
富永 昌彦（電波部長） 

 
（３）事務局 

巻口 英司（情報通信国際戦略局参事官） 
 
４ 議 題 
（１）会長の選出及び会長代理の指名について 
（２）部会に所属する委員の指名について 
（３）報告事項  

平成２７年度 総務省ＩＣＴ関係重点政策 
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開  会 
 
（巻口戦略局参事官） 開会に先立ちまして、本日、写真撮影の申出がございましたので、

冒頭の部分だけ撮影させていただきたいと思います。ご出席の皆様におかれましては、

あらかじめご了承いただきますようにお願いいたします。 
それでは、ただいまより情報通信審議会総会第３４回を開催いたします。私は事務局を

担当しております情報通信国際戦略局参事官の巻口と申します。本日は、委員の皆様の

任命後初めての総会となります。会長が選出されますまでの間、事務局が議事の進行を

務めさせていただきますので、よろしくお願い申し上げます。なお、本会議の模様をイ

ンターネットにより中継しておりますので、ご了承願います。 
それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいりたいと思います。 
はじめに当審議会の委員の皆様について、でございますが、お手元の資料３４－１をご

覧ください。本来でしたら、お一人お一人から、新たにご就任のご挨拶を賜りたいとこ

ろでございますが、時間の都合上、事務局から、大変失礼ですが、お名前だけご紹介さ

せていただきたいと思います。着席の順番に時計回りでご紹介させていただきます。 
 

  株式会社東芝 相談役、西田厚聰様。 
  キューブＭ総合法律事務所 弁護士、三尾美枝子様。 
  株式会社野村総合研究所 理事長、谷川史郎様。 
  アマゾンジャパン株式会社 ファイナンスディレクター、井野勢津子様。 
 東京理科大学 理工学部 教授、伊東晋様。 
 国立情報学研究所 コンテンツ科学研究系 教授、相澤彰子様。 

  東京大学大学院 工学系研究科 教授、相田仁様。 
  九州大学 理事・副学長、青木玲子様。 
  東京工業大学大学院 理工学研究科 教授、安藤真様。 
  特定非営利活動法人ＣＡＮＶＡＳ 理事長、石戸奈々子様。 
  老テク研究会 事務局長、近藤則子様。 
  大阪大学大学院 工学研究科 電気電子情報工学専攻 教授、三瓶政一様。 
  東北大学 電気通信研究所 教授・情報シナジー機構長、鈴木陽一様。 
  東京大学大学院 情報学環長・学際情報学府長、須藤修様。 
  読売新聞東京本社 編集委員、知野恵子様。 
  国立情報学研究所 情報学プリンシプル研究系 教授、根本香絵様。 
  広島市立大学 副理事（情報担当）・図書館長・大学院情報科学研究科 教授、 

前田香織様。 
  シャープ株式会社 副社長執行役員、水嶋繁光様。 
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  有限責任監査法人トーマツ パートナー・日本公認会計士協会 常務理事、 
泉本小夜子様。 

 慶應義塾大学 商学部 教授、井手秀樹様。 
  株式会社大和総研 執行役員 チーフエコノミスト、熊谷亮丸様。 
  一橋大学大学院 商学研究科 教授、山内弘隆様。 
 

また、本日はご都合により欠席されておられますが、浅沼弘一様、佐藤正敏様、新美育

文様、野間省伸様、藤沢久美様、村本孜様が再任されており、新たに、近藤弥生様、森

川博之様が任命されておりますので、お知らせさせていただきます。 
次に、総務省から出席しております幹部をご紹介させていただきます。 
桜井総務審議官です。 

（桜井総務審議官） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 今林総括審議官です。 
（今林総括審議官） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 鈴木情報通信国際戦略局長です。 
（鈴木情報通信国際戦略局長） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 安藤情報流通行政局長です。 
（安藤情報流通行政局長） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 吉良総合通信基盤局長です。 
（吉良総合通信基盤局長） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 渡辺官房審議官です。 
（渡辺官房審議官） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 池永官房審議官です。 
（池永官房審議官） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 武田郵政行政部長です。 
（武田郵政行政部長） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 吉田電気通信事業部長です。 
（吉田電気通信事業部長） よろしくお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 富永電波部長です。 
（富永電波部長） よろしくお願いいたします。 
（巻口戦略局参事官） 以上でございます。 

それでは続きまして、総務省を代表して、桜井総務審議官からご挨拶を申し上げます。 
（桜井総務審議官） 本日はご多用のところお集まりいただきまして、ありがとうござい

ます。また、皆様には今般、情報通信審議会委員ご就任賜りまして厚く御礼申し上げた

いと思います。ご案内のとおり、政府を挙げて成長戦略ということで、各種の推進を図

っているところでございます。 
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我が国の成長、地方創生には、これも言うまでもないことではありますけれども、ＩＣ

Ｔが果たす役割というのは極めて大きいものだと認識しております。今月、２６年度の

補正予算案と、それから来年度、２７年度の予算案が閣議決定されたところでございま

すけれども、この中でも地方活性化のためのＩＣＴの利活用の推進でありますとか、あ

るいは、モバイル創生プランということで、新たなサービスの創出といったものを盛り

込まれておりまして、総務省としてもこれらを強力に推進していきたいと考えていると

ころでございます。 
また、経済成長のためにはイノベーションが不可欠であるということだと思いますけれ

ども、このイノベーションにおいてＩＣＴの果たす役割、これまた極めて重要であろう

と思っているところでございます。我が国の世界最高水準にあると言われておりますけ

れども、この情報通信技術を一層高度化していくということが必要だろうと認識してい

るところでございます。 
当審議会におかれましては、ＩＣＴ基盤の更なる発展に向けて、制度を中心に昨年１２

月、「２０２０年代に向けた情報通信の在り方」についてご答申を頂いているところでご

ざいます。また、ＩＣＴ分野におけるイノベーションの実現ということで、国あるいは

ＮＩＣＴ等におけます研究開発の着実な実施と推進を図るために、今後５年間の「新た

な情報通信技術政策の在り方」について、昨年１２月に諮問させていただいて、ご審議

いただいているところでございます。 
また、郵政事業につきましても、現在、「郵政事業のユニバーサルサービス確保と郵便・

信書便市場の活性化方策の在り方」について審議を進めていただいているところでござ

います。 
委員の皆様方におかれましては、このように多様な課題についてご審議を賜るわけでご

ざいますけれども、引き続き情報通信行政にご理解、ご指導、よろしくお願い申し上げ

たいと思います。簡単ですが、ご挨拶とさせていただきます。よろしくお願い申し上げ

ます。 
（巻口戦略局参事官） ありがとうございました。それでは、議事次第に従い、議事を進

めてまいります。 
本日は、委員３０名中２２名が出席されておりますので、定足数を満たしております。

先ほどもご覧ただきましたが、資料３４－１として情報通信審議会委員名簿、それから

その裏面に参考としまして、情報通信技術分科会所属の委員名簿を席上に配付させてい

ただいておりますので、ご確認いただければと思います。 
 

会長の選出及び会長代理の指名について 
 
（巻口戦略局参事官） 次に会長の選出をお願いしたいと思います。情報通信審議会令第
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４条第１項の規定により、会長は委員の互選により選出するということとなっておりま

すので、どうぞ委員の皆様からのご推薦をお願いしたいと思います。 
（鈴木委員） はい。 
（巻口戦略局参事官） 鈴木委員。 
（鈴木委員） 委員の皆様、それぞれ見識の高い方ばかりであると考えますけれども、中

でも企業の経営者として卓越したご経験をお持ちで、かつ情報通信分野にもとりわけ高

い見識をお持ちの西田委員が適任であると、私は考えます。私は西田委員をご推薦申し

上げます。 
（巻口戦略局参事官） ありがとうございます。ただいま鈴木委員から、西田委員を会長

にとのご推薦がありましたが、皆様いかがでしょうか。 
（「異議なし」の声あり） 

（巻口戦略局参事官） ありがとうございます。それでは、西田委員に会長をお願いした

いと思います。ここから先の議事は会長にお願いいたします。会長、どうぞ会長席へお

着きください。 
（西田委員、会長席へ移動） 

（西田会長） それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。 
はじめに、ただいま会長に選出されましたので、一言ご挨拶させていただきます。 
ご承知のとおり、情報通信は２１世紀におけます我が国の国家戦略上、大変重要な分野

と認識しており、非常に進展の速い分野でもあります。また、郵便事業は国民生活に極

めて密接に関係しております。当審議会といたしましては、効率的かつ迅速に審議を進

め、情報通信分野の更なる発展に寄与すべく、積極的かつ先進的な提言を行ってまいり

たいと思います。委員の皆様方のご協力をお願いいたします。 
それでは次に、私が会長として審議会を主催できない場合の代行をお願いする会長代理

を決めたいと思います。会長代理は、情報通信審議会令第４条第３項の規定によりまし

て会長が指名することになっておりますので、私から指名させていただきます。会長代

理は伊東委員にお願いしたいと思いますが、伊東委員、よろしゅうございますか。 
（伊東委員） はい、承知いたしました。 
（西田会長） それでは、どうぞよろしくお願いいたします。 
 

部会に所属する委員の指名について 
 
（西田会長） 次に、部会に所属する構成員の指名を行いたいと思います。部会に所属す

る構成員は、情報通信審議会令第６条の第２項の規定によりまして会長が指名すること

となっておりますので、私から指名させていただきます。各部会の名簿を事務局から配

付していただきます。 
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お手元に渡りましたでしょうか。それでは、ご覧の名簿のとおり指名いたしますので、

よろしくお願いいたします。構成員の皆さま方には、部会の運営に関しまして、ご協力

を賜りますよう、よろしくお願いいたします。 
 

報告事項 

平成２７年度 総務省ＩＣＴ関係重点政策 
 
（西田会長） 最後に、報告事項に移らせていただきます。平成２７年度ＩＣＴ関係重点

政策について、総務省からご説明をお願いします。 
（巻口戦略局参事官） 資料の３４－２をご覧いただければと思います。平成２７年度総

務省ＩＣＴ関係重点政策について取りまとめた資料でございます。先般、平成２６年度

の補正予算、緊急経済対策に基づく補正予算、また、平成２７年度の当初予算について

閣議決定されたところでございますが、それらに盛り込まれておりますＩＣＴ関係の施

策についてご説明させていただくものでございます。 
１ページ目、ＩＣＴ関係予算の全体像、規模について、でございますが、平成２７年度

予算につきましては総額で１１５３億円。それから、平成２６年度の補正予算につきま

しては６０億円という規模の予算になっているところでございます。 
２ページ目に施策を分野ごとにまとめた総括表を載せておりますが、全体としまして

「元気をつくる」、「命をまもる」、「便利なくらしをつくる」、「みんなの安心をまもる」

という大きな柱立てにしておりまして、さらに「元気をつくる」の中には「ＩＣＴによ

る地域の活性化」、「２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会等」に向けた施

策、「共通基盤の実現」、「ひと」の支援、「ＩＣＴ国際競争力強化、国際展開」といった

項目に分かれているところでございます。 
次のページ以降は、それぞれの個別の施策についてのご説明となっております。時間も

限られておりますので、幾つか見繕ってご説明させていただければと思います。 
まず、３ページ目でございます。ＩＣＴによる地域の活性化への貢献施策でございます。

「ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業」と呼んでおりますが、ＩＣＴを活用した街

づくりに取り組む自治体や事業者等の初期投資、あるいは継続的な体制整備にかかる経

費の一部を補助しようというものでございます。下の方の絵にございますが、これまで

実証実験をやってきた、例えば農業分野では、センサーネットワークを活用した鳥獣被

害対策でありますとか、行政、医療分野では、母子健康手帳の電子化・共同利用、この

ような事業を他地域へも横展開をしていく場合に補助をしていこうというものでござい

ます。 
次の４ページ目は、「医療・介護・健康分野におけるＩＣＴ利活用の推進」ということ
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で、こうした分野における総合的なデータ連携を実現していきたい、あるいは情報連携

のモデル実証を行っている、さらには、ビッグデータなどを活用しましてＩＣＴ健康モ

デルを確立していきたいというものでございます。 
次の５ページ目は教育分野でございますが、「ＩＣＴドリームスクールの実現に向けて」

ということで、学校・家庭・民間教育等をシームレスにつなぐ教育ＩＣＴシステムの実

証研究を実施しておりまして、クラウドなどを使いまして、最適な教育教材を提供して

地域のまちおこしなどにもつながる仕組みを考えていきたいというものでございます。 
少し飛んでいただきまして９ページ目、今度は２０２０年のオリンピック・パラリンピ

ック東京大会に向けた施策でございます。９ページ目は予算ではなくて制度改革、緊急

経済対策の中に盛り込んだものでございます。本審議会でのご答申「２０２０年代に向

けた情報通信政策の在り方」の中にも盛り込んでいただきましたモバイル分野の制度改

革ということで、モバイル創生プランと呼んでおりますが、ＳＩＭロックの解除であり

ますとか、ＭＶＮＯの普及促進、青少年が安心して利用可能な環境整備等々につきまし

て、推進してまいりたいと思っております。 
次の１０ページ目でございますが、無料の公衆無線ＬＡＮ環境の整備をオリンピック・

パラリンピックに向けて進めてまいりたいと思っております。Ｗｉ－Ｆｉの利用開始手

続等の簡素化・一元化に係る実証実験でありますとか、観光地あるいは防災拠点におけ

るＷｉ－Ｆｉステーションを整備していくといった事業を進めてまいりたいと思ってお

ります。これによりまして、現在訪日外国人に強いニーズが存在します無料公衆無線Ｌ

ＡＮ環境について、地方を含めて整備を進めてまいりたいと思っております。 
１１ページ目ですが、グローバルコミュニケーション計画の推進でございます。多言語

音声翻訳システムの社会実装の推進をしてまいります。これは独立行政法人情報通信研

究機構、いわゆるＮＩＣＴでこれまで研究を進めてまいりました機械による多言語音声

翻訳システムでございます。現在、スマホなどにアプリをダウンロードして翻訳をする

という形で進んできているところでございますが、これをさらに多言語の音声翻訳の対

応領域であるとか、対応言語を拡大し、翻訳精度を高めるための研究開発を推進すると

ともに、産学官の連携により、病院、商業施設、観光地などにおいて多様なアプリケー

ションの社会実証を行っていきたいと思っております。 
１２ページ目、これは４Ｋ・８Ｋ放送の推進でございますが、４Ｋ・８Ｋの着実な推進・

普及のために、国、放送事業者、機器メーカー、通信事業者等の関係者で連携をして、

送受信基盤技術に関する実証を行う。あるいは、２０２０年東京オリンピック・パラリ

ンピックの際に、超高精細で臨場感あふれる映像を国内外で多くの人々が視聴可能な環

境を整備するといった取組を進めていきたいと思っております。 
少し飛んでいただきまして１５ページでございますが、共通基盤の実現に向けた取組と

いうことで、こちらはモバイルに関してでございます。第４世代の移動通信につきまし

ては、昨年末に周波数の割当てを行ったところでございますが、その次の第５世代の移
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動通信システムの実現に向けまして、研究開発あるいは国際協調に向けた国際機関等と

の連絡調整を行っていきたいと思っております。 
それから、次に１８ページ目、ひとの支援ということで、ふるさとテレワークというも

のを推進していきたいと思っております。大都市などから地方に企業が移転をする場合

に支援する、そうした地方における企業や雇用の受皿となるサテライトオフィス、遠隔

雇用の環境について、企業の特性や受け入れ自治体の規模等に応じてモデルケースを設

定・検証するとともに、家族なども移住する場合に教育・医療などの生活に直結するサ

ービスを遠隔で提供する環境も整備していきたいと思っております。 
次に、２０ページ目をご覧ください。イノベーションを進めていくことが重要だという

ことで、審議会からもご答申を頂いているところでございますけれども、「独創的な人向

け特別枠『異能ｖａｔｉｏｎ』」につきまして、これは今年度から始めておりますが、来

年度も引き続き進めてまいりたいと思っております。イノベーションの芽を育てるため

に、大いなる可能性がある奇想天外で野心的なＩＣＴ研究課題に挑戦する独創的な人材

を支援するというスキームでございます。 
次に２１ページ目でございますが、技術を開発した後のビジネス化のためのマッチング、

ここではベンチャー企業や大学等が開発した新技術を用いた事業化のためのベンチャー

キャピタル等との橋渡しをするＩ－Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ！という枠組みでございます。

これも来年度も引き続き推進してまいりたいと思っております。 
次の２２ページ目からは、国際競争力強化、国際展開に関する施策でございます。 
２２ページ目は、「海外通信・放送事業支援スキームの創設」ということでございます

が、図にございますように、株式会社海外通信・放送基盤整備等事業支援機構（仮称）

といった機構を新設いたしまして、我が国ＩＣＴ企業がＡＳＥＡＮ等の海外に現地法人

を設立するなどして展開するビジネス、ネットワーク整備等を対象としますけれども、

そうしたビジネスを、産投出資を活用する形で出資や事業参画等の手段により支援して

いこうというものでございます。 
２３ページ目は、国際放送の充実強化でございます。放送法の規定に基づき、現在ＮＨ

Ｋに国際放送を行うことを要請しているわけでございますが、これを充実させていくと

いうことで、これまでの衛星放送を中心とした配信に加え、現地の視聴実態に合わせて

ケーブルテレビ等を通じた配信を推進する。また、現在は英語だけでございますが、多

言語化の実現に向けた実証の実施、認知度向上に向けたプロモーション活動を推進、と

いうことを行ってまいります。 
２４ページ目は、ＩＣＴの国際競争力強化パッケージ支援ということで、ＩＣＴ分野、

地デジでありますとか、４Ｋ・８Ｋでありますとか、放送コンテンツ等々の各国のニー

ズに応じて、さらにインフラ、防災、医療、教育、資源、電子政府等のプロジェクトを

パッケージで提案することによって、各国に我が国のＩＣＴ技術を売り込んでいくこと

を支援していきたいと思っておりますし、さらに次の２５ページ目では、郵便分野の国
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際展開にも力を入れておりまして、それも引き続きやっていきたいと思っております。

現在はミャンマー、ベトナム、ロシア等で国際展開進めておりますけれども、さらにほ

かの国にも広げていきたいと考えております。 
２６ページ目は、「放送コンテンツの海外展開の強化」でございます。国内外の関係機

関と幅広く連携しながら、地域の活性化、訪日外国人観光客の増加、日本食・食文化の

魅力発信、日本の最先端の音楽・ファッション等の発信等を目的とした放送コンテンツ

を制作し、海外に発信するモデル事業等を推進してまいりたいと思っております。 
２７ページ目は、ＩＣＴによる復興の推進ということで、東日本大震災によって被災し

た地域に対して、ＩＣＴの基盤整備による復興街づくりへの貢献を引き続き行ってまい

りたいと思います。 
２９ページ目は、来年度から付番されたカードの配付が始まります個人番号制度につい

て、個人番号カードの利用を推進していくという趣旨で、個人番号カードに標準搭載さ

れることが見込まれております公的個人認証、これを活用したサービスに必要な実証を

やっていく。民間分野や認証プラットフォームなどの行政分野による利活用を推進して

いくという施策でございます。 
この後は、インフラの整備でありますとか、あるいはサイバーセキュリティの関係等々、

いろいろございますけれども、時間の関係もございますので、ご説明は以上とさせてい

ただきたいと思います。 
（西田会長） ありがとうございました。それでは、ただいまの説明につきまして、ご意

見、ご質問等ございましたらお願いいたします。どうぞ、鈴木委員。 
（鈴木委員） 先ほど会長も言われましたように、ＩＣＴ技術は日本の将来にとって極め

て重要、致命的に重要な分野だと思います。その中で、やはり将来の技術を作っていく

Ｒ＆Ｄが非常に重要だと考えます。２０ページにある、このＳＣＯＰＥ、あるいは異能

ｖａｔｉｏｎは、ほかの競争的資金の枠組みがない非常に優れたシステムだと思います。

その中で金額が減っていることを大変心配しておりまして、ぜひ、量的な強化、更に質

的な向上を強く望みたいと思います。以上でございます。 
（西田会長） ありがとうございます。ほかにございますか。安藤委員、どうぞ。 
（安藤委員） 全体をざっと見たときに、例えば、１６ページのＮＩＣＴ運営費交付金の

ＰＤＣＡサイクルの強化というところが、金額で言うとちょっと突出しているのですけ

れど、これは具体的にはどのような内容になるのか、もう少し説明がありますでしょう

か。組織の運営ということもあるので、普通の技術開発とはちょっと違うのかもしれま

せんが。 
（巻口戦略局参事官） これは、ＮＩＣＴへの交付金の中での内数という形になっている

ものですから額としては全体が非常に大きくなっておりまして、その中でこの新世代ネッ

トワークの研究開発の推進や、研究開発業務のＰＤＣＡサイクルの強化にこのうちのいく

らかというところは、まだ明確にしきれてない形になっております。これは、これから４
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Ｋ・８Ｋも含めて、新たなコンテンツがいろんな形で流通していく中で、ネットワークの

在り方として技術開発を進めていくとなっております。また、その開発に当たっては、も

ちろんＰＤＣＡサイクルをきちんと回した上で、効率的な開発を進めるといった趣旨にな

っております。個別の額を細かくご提示できなくて申し訳ありません。 
（西田会長） よろしゅうございますか。 
（安藤委員） はい、分かりました。 
（鈴木情報通信国際戦略局長） 追加でよろしいですか。 
（西田会長） どうぞ。 
（鈴木情報通信国際戦略局長） 補足説明ですが、ＰＤＣＡサイクル強化のために予算を

付けたのではなくて、独立行政法人通則法が変わりまして、研究開発独法のステータス

とマネジメントの仕方が変わりますので、それに合わせてＰＤＣＡサイクルを強化して

いくという、予算的・手続的なことも施策として書いたものでございます。 
（安藤委員） 私の質問はその点でした。ＰＤＣＡのサイクルにこのような非常に大きな

予算をというのは、イメージがちょっと分からなかったもので質問しました。ありがと

うございました。 
（西田会長） 近藤委員、どうぞ。 
（近藤委員） 近藤です。超高齢社会に向けて、医療や介護分野のいろいろな推進も入っ

ているのですけれども、９ページのモバイル創生プランのところに、「自由で身近で速く

便利に」とあるのですけれども、誰もが使えるような情報バリアフリーの発想の一言が、

今後も強化されることを期待します。以上です。 
（西田会長） ほかにございますか。はい、青木委員。 
（青木委員） 説明どうもありがとうございました。九州大学でも、サイバーセキュリテ

ィセンターの開所式がたまたま今日ありましたが、最近、安全保障の面からもサイバー

セキュリティは非常に国民としても気になります。この３３ページにサイバーセキュリ

ティ攻撃の総合的な対策とありますが、少し説明いただけますか。 
（西田会長） では、お願いできますか。 
（巻口戦略局参事官） これはＮＩＣＴを中心にサイバー攻撃に対するサイバーセキュリ

ティの関係の研究開発を進めてきておりまして、サイバー攻撃を検知する、あるいは攻

撃に対して警報を発するというような研究開発を進めております。また、国際的な連携

として、アメリカや欧州やアジアの国とも連携をしながら、世界的なサイバーセキュリ

ティの強化に取り組んでいるところでございます。それを引き続きやってくということ

でございます。 
（青木委員） ありがとうございます。 
（西田会長） よろしゅうございますか。 
（青木委員） ぜひ、やっていただきたい。 
（西田会長） ほかにございましたら。どうぞ、相澤委員。 
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（相澤委員） ２０２０年のオリンピックにつきまして、やはりこれは数年にわたる長期

的な予算計画になろうかと思いますので、この４本の柱以外に、来年度以降に向けてご

検討のこと等ありましたら、ご紹介いただければと思います。 
（西田会長） お願いします。 
（巻口戦略局参事官） ２０２０年に向けましては、ここでは、モバイル創生プラン、公

衆無線ＬＡＮ、グローバルコミュニケーション、４Ｋ・８Ｋという４本の柱を記載して

おりますが、それ以外に、ほかの項目のところに入っているのですが、例えば３２ペー

ジ、「デジタルサイネージを活用した災害情報等一斉配信システム等の実現」というもの

がございます。現在いろいろなところでデジタルサイネージが使われておりますが、オ

リンピック・パラリンピックを契機にして、それを標準化、一元化して、災害が起きた

とき一斉に災害情報を流せるような仕組みを検討できないかということを、研究会など

も設けながら検討しているところでございます。 
それから、総務省の中での検討という意味では、２０２０年に向けて、東京だけではな

く社会全体をＩＣＴ化していくという総合的な研究も進めているところでございます。 
（西田会長） よろしゅうございますか。ほかにございましたら、どうぞ、根本委員。 
（根本委員） １つ教えていただきたいのですけれども、２２ページに新しい支援スキー

ムの創設とありますが、この新規で出資される２００億円は、既に、新規で出資されて

いるということなのでしょうか。それとも、そういう見込みということでしょうか。 
また、このような出資というのは、ほかに実際に運用されている成功例があって考えて

いらっしゃるのか、全く新しいスキームなのかということを教えていただけますか。 
（鈴木情報通信国際戦略局長） 私からご説明します。まず、この２００億というのは、

来年度予算における枠でございまして、まだ現実のお金が出資されているわけではあり

ません。 
まず、株式会社海外通信・放送基盤整備等事業支援機構を法律によって設立しまして、

そこに対してこの２００億の中から出資をする。併せて、この機構には民間銀行や企業

からも出資をしていただいて、そこに基金を作ります。実際に海外において、通信イン

フラや放送インフラを構築して、それを提供するという、いわゆるインフラ輸出に役立

つプロジェクトに、この支援機構が投資をしていくという枠組みになってございます。

既に政府内には、農業の基盤の輸出であるとか、あるいは都市開発であるとか、地下鉄

や新幹線のような鉄道網のインフラの構築といういろんな分野に似たような支援機構基

金が出てきておりまして、今般、この情報通信郵便版ができるということでございます。 
（西田会長） よろしゅうございますか。知野委員、どうぞ。 
（知野委員） ２０ページの異能ｖａｔｉｏｎプログラムのところなのですけれども、こ

れは今年度から始められているようですが、来年度はどういうイメージを想定されてい

るのでしょうか。と言いますのは、イノベーションの芽を育てるとありますが、今進め

ている人たちの成果を見て、さらにそれにお金を付けて伸ばしていくのか。あるいは、
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全く違ってゼロから公募するのか。その場合に、果たして途中までできたものを、イノ

ベーションの芽と呼んでいいのか、どうなのか。その辺の評価軸みたいなところをどの

ようにお考えか教えてください。 
（西田会長） お願いします。 
（巻口戦略局参事官） 今年度の分につきましては、つい先般１０名を選定いたしまして、

今年度の研究をこれから始めていただく形になっておりますけれども、来年度につきま

しても、また新たに公募をしまして、手を挙げた方々から選定していくということを考

えております。また、評価につきましては、この異能ｖａｔｉｏｎの選定の段階も同じ

なのですけれども、２０ページの資料の下の方にございます評価委員会、スーパーバイ

ザーという方をお願いしておりまして、その方々の選択あるいは評価に基づいて進めて

いるという形になっております。 
（知野委員） １０人ぐらいを対象にして、何ができましたなどの評価をされた後、実際

にイノベーションに結びつけられるかどうかということについては、どのようにして行

こうと考えているのでしょうか。 
（巻口戦略局参事官） これは、「失敗してもいいですよ」という形で、その後、何かつな

がるようなものがあれば、「成功すればもっといいですね」という形で進めているもので

ございます。何かが出てきた場合には、それをまたさらに、実際の企業とのマッチング

につなげていくという形で、できる支援はしていきたいと思っております。 
（鈴木情報通信国際戦略局長） 併せてベンチャーファンドやベンチャー企業達にお声が

けをして、皆さん方のグループを作っていただきまして、「おもしろいね、うちが出資し

ようか」というようなものは、マッチングみたいなことをして、おもしろくて成果の上

がりそうなものは実用化の方向に持って行っていただく。また、独創的なイノベーショ

ンもそうですし、ＳＣＯＰＥの方や、次のページにありますＩ－Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ！

というのは、まさに研究から実用化の間を結ぶというものですけれども、ここも、おも

しろいと思ってベンチャーファンドがこれに自分も少し関わりますよというものに政府

もお金を出して、実用化に向けて開発を進めていただくというような取組をしています。 
ですから、全てが本当に実用化されるか、ビジネスとしてうまくいくかまでは分かりま

せんが、「研究しておしまいではない」という取組や仕掛けにはしているつもりです。 
（知野委員） 分かりました。そうあってほしいですね。それがやはり今までとの違いを

際立てることになると思います。 
（西田会長） ほかにございませんか。はい、安藤委員。 
（安藤委員） ３１ページの次世代ＩＴＳの実現について、金額の話から言いますと１億

円ということですが、当然これは国土交通省やいろいろなところと連携を取って進めな

いと駄目なテーマであると思いますが、具体的に金額は決まっているのでしょうか。こ

れは、インフラとして考えますと非常に重要ではあるけれども、費用もはるかにかかる

のではないかと想像しておりますので、このような質問をいたします。 
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（富永電波部長） よろしいでしょうか。 
（西田会長） はい、どうぞ。 
（富永電波部長） 今、安藤委員からお尋ねいただきました次世代ＩＴＳでございますけ

ども、おっしゃるとおり総務省だけではできないものでございまして、総務省をはじめ

様々な諸官庁が一緒になってやっていくということで、内閣府、内閣官房も含めて、政

府全体で取り組むことになっております。 
具体的には総合科学技術・イノベーション会議で、ＳＩＰという大きなプログラムござ

います。１０項目の中の１つということで、ＩＴＳが認められておりまして、例えば本

年度で申しますと、２０数億円が全体予算として付いております。そのかなりの部分を

総務省担当ということで推進しておりまして、大体１０億円弱でございます。それと、

例えば今年度ですと、ここに書いてございますような総務省の独自予算２．１億円と足

した規模で推進していくことになります。来年度も同じような形で、総務省独自として

は１億円ということでございますけども、政府全体の取組の中で総務省担当分というこ

ともございますし、また、他省庁担当分に総務省も寄与するということがございます。

全体としてかなりの規模でやっていけると思っております。 
また、公道実験等もこの２、３月ぐらいには場所を選定して進めていくということにし

ております。以上でございます。 
（安藤委員） はい、分かりました。 
（西田会長） どうぞ、熊谷委員。 
（熊谷委員） 私はマクロのエコノミストでございまして、今回から審議会に入れていた

だきましたので、来年度の予算を見て少し感想を申し上げたい。 
全体としては、やはり安倍政権の重点政策のところに非常にメリハリを付けて配分され

ている予算なのではないかと思います。安倍政権は、訪日外国人の増加や観光業の振興、

さらには地方の創生と、こういうことに力を入れているわけですが、例えば昨年の１年

間で見ると、訪日外国人の消費が２兆円に達しております。しかも、これは安倍政権の

成立以降で１兆円増えているということですから、日本に対する大変な景気の刺激効果

が存在しております。 
もしくは、地方創生という観点からも、非常に訪日外国人の増加は重要だということで、

例えば昨年の１月から９月に訪日した外国人がどこから来たかということを調べてみる

と、成田、羽田から来た人たちは５割強ぐらいです。したがって地方から来ている人が

５割弱ぐらいいるということですから、これは、やはり地方に対する大変な景気の刺激

効果を持っています。 
また、日本の観光業は、今ＧＤＰの５％以下なのですけれども、諸外国は大体９～１０％

程度ですから、まだまだ倍増するぐらいの余地が残っているということでございます。 
このような観点から、このＩＣＴのところでしっかりとサポートをして、地方の創生や

訪日外国人の増加、そして観光業の振興という、ここを今後もしっかりとＩＣＴで支え
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ていただきたいと、そのことを一言申し上げたいと思います。 
（西田会長） ありがとうございます。なかなか重要な課題なのですけれども、日本に来

られている外国人の方々というのは、やはりどうしてもゴールデンルートになってしま

うものですから、もっと地方に行っていただければということで、広域観光を推し進め

るという方向に持って行かないと駄目だということなのだと思います。 
その中でＩＣＴがうまく活用されれば、それに越したことはありませんし、特に２０１

８年に完成します準天頂衛星を使ったアプリケーションも観光の情報を与えるだけでは

なくて、様々な局面で使うこともできると良いと思いますので、この辺のところはもっ

ともっと促進されていくのではないかと思います。 
ほかにございますか。 

（三尾委員） すみません。 
（西田会長） どうぞ、三尾委員。 
（三尾委員） 時間がないところ、申し訳ありません。簡単に質問をさせていただきたい

と思います。２２ページについて、株式会社が創設されるということで、その施策概要

の中で「放送コンテンツの配信のマッチング等」という記載があります。この放送コン

テンツの配信という点について、２６ページに記載されております「放送コンテンツの

海外展開の強化」というところで、現在、日本の放送コンテンツを海外に出して行くこ

とが非常に強力に推進されているのですが、２２ページとの関係性は何かございますか。 
（鈴木情報通信国際戦略局長） 放送コンテンツを海外に出して行くという過程の中で、

なかなか外国で放送枠が取れない。枠が取れないというのは、コマーシャル的、商業的

に取れないという意味と、あと物理的に伝送路がなかなかないという話もあります。こ

の新しくできる（株）海外通信・放送基盤整備等事業支援機構（仮称）は、どちらかと

いうと今回インフラを海外に作って輸出するというところで、そこで光ファイバー網を

作るとか、ケーブルテレビのネットワークに投資をして容量を上げるとか、あるいは衛

星を使った番組配信ネットワークをこの事業で作るといったことをしますと、よりコン

テンツが配信しやすくなる。このようにインフラを作って提供する中で、日本のコンテ

ンツを配信するためのチャンネルも取ってくださいねというように、一体的なことがで

きるのではないかということで、この説明資料のようなことを書いてございます。 
（三尾委員） ありがとうございます。 
（西田会長） よろしゅうございますか。だんだん時間も押し迫ってまいりましたので、

誠に申し訳ありませんけれども、この辺で本日の議題についての議論は終了ということ

にさせていただきたいと思います。 
この議題のほかに皆様方から何かございますか。 
事務局からは何かございますか。 

（巻口戦略局参事官） ご議論どうもありがとうございました。この後、西田会長におか

れましては記者会見のためにご退出されますけれども、当会議室におきまして、引き続
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き情報通信政策部会、それから情報通信技術分科会を順次開催させていただきます。泉

本委員、井手委員、熊谷委員、山内委員におかれましては、ここまでのご出席となりま

すが、その他の委員の皆様は当会議室にてしばらくお待ちいただきますよう、よろしく

お願い申し上げます。以上でございます。 
 

閉  会 
 
（西田会長） それでは、本日の会議を終了させていただきます。皆様、誠にありがとう

ございました。 
 


